
報告第１号 

   一関市水道事業、工業用水道事業及び下水道事業の設置等に関する条例及び一関市

病院事業の設置等に関する条例の一部を改正する条例の専決処分の報告について 

 市長専決条例（平成17年一関市条例第217号）第２条第７号の規定により、別紙のとお

り専決処分したので、地方自治法（昭和22年法律第67号）第180条第２項の規定により、

これを報告する。 

令和６年２月20日提出 

一関市長 佐 藤 善 仁 



別紙 

   専決処分書 

市長専決条例（平成17年一関市条例第217号）第２条第７号の規定により、次のとおり専決処分する。 

 令和６年２月１日 

                                            一関市長 佐 藤 善 仁    

一関市水道事業、工業用水道事業及び下水道事業の設置等に関する条例及び一関市病院事業の設置等に関する条例の一部を改正する条例 

 （一関市水道事業、工業用水道事業及び下水道事業の設置等に関する条例の一部改正） 

第１条 一関市水道事業、工業用水道事業及び下水道事業の設置等に関する条例（平成17年一関市条例第196号）の一部を次のように改正する。 

改正前 改正後 

（議会の同意を要する賠償責任の免除） 

第６条 法第34条において準用する地方自治法（昭和22年法律第67号）

第243条の２の２第８項の規定により上下水道事業の業務に従事する

職員の賠償責任の免除について議会の同意を得なければならない場合

は、当該賠償責任に係る賠償額が30万円以上である場合とする。 

（議会の同意を要する賠償責任の免除） 

第６条 法第34条において準用する地方自治法（昭和22年法律第67号）

第243条の２の８第８項の規定により上下水道事業の業務に従事する

職員の賠償責任の免除について議会の同意を得なければならない場合

は、当該賠償責任に係る賠償額が30万円以上である場合とする。 

備考 改正部分は、下線の部分である。 

 （一関市病院事業の設置等に関する条例の一部改正） 

第２条 一関市病院事業の設置等に関する条例（平成23年一関市条例第24号）の一部を次のように改正する。 

改正前 改正後 

（議会の同意を要する賠償責任の免除） 

第７条 法第34条において準用する地方自治法（昭和22年法律第67号）

第243条の２の２第８項の規定により病院事業の業務に従事する職員

の賠償責任の免除について議会の同意を得なければならない場合は、

当該賠償責任に係る賠償額が30万円以上である場合とする。 

（議会の同意を要する賠償責任の免除） 

第７条 法第34条において準用する地方自治法（昭和22年法律第67号）

第243条の２の８第８項の規定により病院事業の業務に従事する職員

の賠償責任の免除について議会の同意を得なければならない場合は、

当該賠償責任に係る賠償額が30万円以上である場合とする。 

備考 改正部分は、下線の部分である。 

附 則 

この条例は、令和６年４月１日から施行する。 



報告第２号 

   一関市水道事業給水条例の一部を改正する条例の専決処分の報告について 

 市長専決条例（平成17年一関市条例第217号）第２条第７号の規定により、別紙のとお

り専決処分したので、地方自治法（昭和22年法律第67号）第180条第２項の規定により、

これを報告する。 

令和６年２月20日提出 

一関市長 佐 藤 善 仁 



別紙 

  専決処分書 

市長専決条例（平成17年一関市条例第217号）第２条第７号の規定により、次のとおり専決処分する。 

令和６年２月１日 

一関市長 佐 藤 善 仁    

一関市水道事業給水条例の一部を改正する条例 

 一関市水道事業給水条例（平成17年一関市条例第198号）の一部を次のように改正する。 

改正前 改正後 

（定義） （定義） 

第３条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号

に定めるところによる。 

第３条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号

に定めるところによる。 

 ［略］  

 給水装置工事 給水装置の新設、改造、修繕（水道法（昭和32年

法律第177号。以下「法」という。）第16条の２第３項の厚生労働

省令で定める給水装置の軽微な変更を除く。）又は撤去の工事をい

う。 

 ［略］ 

 ［略］ 

 給水装置工事 給水装置の新設、改造、修繕（水道法（昭和32年

法律第177号。以下「法」という。）第16条の２第３項の国土交通

省令で定める給水装置の軽微な変更を除く。）又は撤去の工事をい

う。 

 ［略］ 

備考 改正部分は、下線の部分である。 

   附 則 

この条例は、令和６年４月１日から施行する。 
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議案第３号 

   一関市個人番号の利用及び特定個人情報の提供に関する条例の一部を改正する条例の制定について 

 一関市個人番号の利用及び特定個人情報の提供に関する条例の一部を改正する条例を次のとおり制定する。 

  令和６年２月20日提出 

一関市長 佐 藤 善 仁    

   一関市個人番号の利用及び特定個人情報の提供に関する条例の一部を改正する条例 

一関市個人番号の利用及び特定個人情報の提供に関する条例（平成27年一関市条例第45号）の一部を次のように改正する。 

改正前 改正後 

（定義） （定義） 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号

に定めるところによる。 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号

に定めるところによる。 

 ～  ［略］  ～  ［略］ 

 特定個人情報ファイル 番号法第２条第９項に規定する特定個人

情報ファイルをいう。 

 個人番号利用事務 番号法第２条第10項に規定する個人番号利用

事務をいう。 

 ・  ［略］  ・  ［略］ 

 特定個人番号利用事務 番号法第19条第８号に規定する特定個人

番号利用事務をいう。 

 利用特定個人情報 番号法第19条第８号に規定する利用特定個人

情報をいう。 

（個人番号の利用範囲） （個人番号の利用範囲） 

第４条 別表第１の左欄に掲げる機関（法令の規定により同表の右欄に

掲げる事務の全部又は一部を行うこととされている者がある場合にあ

第４条 法第９条第２項の条例で定める事務は、次に掲げる事務とする。

 別表第１の左欄に掲げる機関（法令の規定により同表の右欄に掲
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っては、その者を含む。）は、同表の右欄に掲げる事務の処理に関して

保有する特定個人情報ファイルにおいて個人情報を効率的に検索し、

及び管理するために必要な限度で個人番号を利用することができる。 

げる事務の全部又は一部を行うこととされている者がある場合にあ

っては、その者を含む。）が行う同表の右欄に掲げる事務 

 市の機関が行う特定個人番号利用事務 

 別表第２の左欄に掲げる機関（法令の規定により同表の中欄に掲

げる事務の全部又は一部を行うこととされている者がある場合にあ

っては、その者を含む。以下同じ。）が行う同表の中欄に掲げる事務

２ 市の機関（法令の規定により番号法別表第２の第２欄に掲げる事務

の全部又は一部を行うこととされている者がある場合にあっては、そ

の者を含む。）は、同欄に掲げる事務  を処理するために必要な限

度で同表の第４欄に掲げる特定個人情報であって当該機関が保有する

もの（当該保有する特定個人情報  のうち生活保護法（昭和25年法

律第144号）による保護の実施又は就労自立給付金の支給に関する情報

（以下「生活保護関係情報」という。）については、生活に困窮する外

国人を対象として同法に準じて行う保護の実施又は就労自立給付金の

支給に関する情報（以下「外国人生活保護等関係情報」という。）を含

むものとする。）を利用することができる。ただし、番号法の規定に

より、情報提供ネットワークシステムを使用して他の個人番号利用事

務実施者から当該特定個人情報  の提供を受けることができるとき

は、当該特定個人情報  の提供を受けるものとする。 

２ 市の機関                           

       は、特定個人番号利用事務を処理するために必要な限

度で、利用特定個人情報のうち        当該機関が保有する

もの（当該保有する利用特定個人情報のうち生活保護法（昭和25年法

律第144号）による保護の実施又は就労自立給付金の支給に関する情報

（以下「生活保護関係情報」という。）については、生活に困窮する外

国人を対象として同法に準じて行う保護の実施又は就労自立給付金の

支給に関する情報（以下「外国人生活保護等関係情報」という。）を含

むものとする。）を利用することができる。ただし、番号法の規定に

より、情報提供ネットワークシステムを使用して他の個人番号利用事

務実施者から当該利用特定個人情報の提供を受けることができるとき

は、当該利用特定個人情報の提供を受けるものとする。 

３ 別表第２の左欄に掲げる機関（法令の規定により同表の中欄に掲げ

る事務の全部又は一部を行うこととされている者がある場合にあって

は、その者を含む。）は、同表の中欄に掲げる事務を処理するために必

要な限度で同表の右欄に掲げる特定個人情報であって当該機関が保有

するものを利用することができる。ただし、番号法の規定により、情報

提供ネットワークシステムを使用して他の個人番号利用事務実施者か

ら当該特定個人情報の提供を受けることができるときは、当該特定個

人情報の提供を受けるものとする。 

３ 別表第２の左欄に掲げる機関                  

         は、同表の中欄に掲げる事務を処理するために必

要な限度で同表の右欄に掲げる特定個人情報であって当該機関が保有

するものを利用することができる。ただし、番号法の規定により、情報

提供ネットワークシステムを使用して他の個人番号利用事務実施者か

ら当該特定個人情報の提供を受けることができるときは、当該特定個

人情報の提供を受けるものとする。 

４ 前２項の                  規定による特定個 ４ 第２項の規定による利用特定個人情報又は前項の規定による特定個
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人情報の利用があった場合において、他の条例、規則その他の規程の

規定により当該特定個人情報          と同一の内容の情

報を含む書面の提出が義務付けられているときは、当該書面の提出が

あったものとみなす。 

人情報の利用があった場合において、他の条例、規則その他の規程の

規定により当該利用特定個人情報又は特定個人情報と同一の内容の情

報を含む書面の提出が義務付けられているときは、当該書面の提出が

あったものとみなす。 

別表第１（第４条関係） 別表第１（第４条関係） 

機関 事務 

 ［略］ 

10 市長 就学援助に関する事務であって規則で定めるもの 

11 市長 幼稚園就園支援に関する事務であって規則で定めるもの 

機関 事務 

 ［略］ 

10 市長 就学援助に関する事務であって規則で定めるもの 

別表第２（第４条関係） 別表第２（第４条関係） 

機関 事務 特定個人情報 

 ［略］ 

15 市長 就学援助に関する事務であ

って規則で定めるもの 

地方税関係情報であって規

則で定めるもの 

16 市長 幼稚園就園支援に関する事

務であって規則で定めるも

の 

地方税関係情報であって規

則で定めるもの 

機関 事務 特定個人情報 

 ［略］ 

15 市長 就学援助に関する事務であ

って規則で定めるもの 

地方税関係情報であって規

則で定めるもの 

備考 改正部分は、下線の部分である。 

   附 則 

 この条例は、行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律等の一部を改正する法律（令和５年法律第48号）の施行の

日から施行する。 
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議案第４号 

   一関市室根地区会館条例の一部を改正する条例の制定について 

 一関市室根地区会館条例の一部を改正する条例を次のとおり制定する。 

  令和６年２月20日提出 

一関市長 佐 藤 善 仁    

一関市室根地区会館条例の一部を改正する条例 

一関市室根地区会館条例（平成17年一関市条例第91号）の一部を次のように改正する。 

改正前 改正後 

（名称及び位置） （名称及び位置） 

第２条 会館の名称及び位置は、次のとおりとする。 第２条 会館の名称及び位置は、次のとおりとする。 

名称 位置 

室根第４区集落センター ［略］ 

室根田茂木地区コミュニティセ

ンター 

一関市室根町折壁字田茂木56番

地 

室根ひこばえの森交流センター ［略］ 

［略］ 

名称 位置 

室根第４区集落センター ［略］ 

室根ひこばえの森交流センター ［略］ 

 ［略］ 
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別表（第９条関係）

施設名 利用区分 単位 利用料金の限度額 

基本利用料金 暖房料 

第２条の表

に規定する

会館のうち

室根田茂木

地区コミュ

ニティセン

ター及び室

根交流促進

センターを

除く会館 

各室 １時間 １ 室 に つ き

200円 

実 費を 基準 と

し、あらかじめ

市長の承認を得

て、指定管理者

が定める額 

室根田茂木

地区コミュ

ニティセン

ター 

小会議室 １時間 100円 20円

中会議室 200円 40円

大会議室 400円 80円

調理実習室 300円 60円

［略］ 

備考 

［略］ 

別表（第９条関係）

施設名 利用区分 単位 利用料金の限度額 

基本利用料金 暖房料 

第２条の表

に規定する

会館のうち 

    室

根交流促進

センターを

除く会館 

各室 １時間 １ 室 に つ き

200 円 

実 費 を 基 準 と

し、あらかじめ

市長の承認を得

て、指定管理者

が定める額 

［略］ 

備考 

［略］ 

備考 改正部分は、下線の部分である。 

   附 則 

 この条例は、令和６年４月１日から施行する。 



1 

議案第５号 

   一関市手数料条例の一部を改正する条例の制定について 

 一関市手数料条例の一部を改正する条例を次のとおり制定する。 

  令和６年２月20日提出 

一関市長 佐 藤 善 仁    

   一関市手数料条例の一部を改正する条例 

 一関市手数料条例（平成17年一関市条例第49号）の一部を次のように改正する。 

改正前 改正後 

別表（第２条関係） 

事務 名称 単位 金額 

１ 戸籍法（昭和22年法律第224

号）第10条第１項若しくは第

10条の２第１項若しくは第３

項から第５項まで    

   の規定に基づく戸籍の

謄本若しくは抄本の交付又は

同法第120条第１項

の規定に基づく磁気ディスク

をもって調製された戸籍に記

録されている事項の全部若し

くは一部を証明した書面の交

戸籍謄本

抄本交付

手数料 

１通につ

き 

450円

別表（第２条関係） 

事務 名称 単位 金額 

１ 戸籍法（昭和22年法律第224

号）第10条第１項、    第

10条の２第１項若しくは第３

項から第５項まで若しくは第

126条の規定に基づく戸籍の

謄本若しくは抄本の交付又は

同法第120条第１項、第120条

の２第１項若しくは第126条

の規定に基づく戸籍証明書

           の交

戸籍謄本

抄本交付

手数料 

１通につ

き 

450円
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付 

２ 戸籍法第10条第１項又は第

10条の２第１項若しくは第３

項から第５項まで      

 の規定に基づく戸籍に記載

した事項に関する証明書の交

付 

戸籍記載

事項証明

手数料 

１件につ

き 

350円

付 

２ 戸籍法第10条第１項、 第

10条の２第１項若しくは第３

項から第５項まで又は第126

条の規定に基づく戸籍に記載

した事項に関する証明書の交

付 

戸籍記載

事項証明

手数料 

１件につ

き 

350円

２の２ 戸籍法第120条の３第

２項の規定に基づく戸籍電子

証明書提供用識別符号の発行

（情報通信技術を活用した行

政の推進等に関する法律（平

成14年法律第151号）第７条第

１項の規定により同法第６条

第１項に規定する電子情報処

理組織を使用する方法（総務

省令で定めるものに限る。以

下この項及び４の２の項にお

いて同じ。）により戸籍電子証

明書提供用識別符号の発行を

行う場合（当該発行に係る戸

籍電子証明書の請求が同条第

１項の規定により同項に規定

する電子情報処理組織を使用

する方法により行われた場合

に限る。）における当該発行及

び戸籍電子証明書提供用識別

戸籍電子

証明書提

供用識別

符号発行

手数料 

１件につ

き 

400円
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３ 戸籍法第12条の２     

            の

規定に基づく除かれた戸籍の

謄本若しくは抄本の交付又は

同法第120条第１項

の規定に基づく磁気ディスク

をもって調製された除かれた

戸籍に記録されている事項の

全部若しくは一部を証明した

書面の交付 

除籍謄本

抄本交付

手数料 

１通につ

き 

750円

４ 戸籍法第12条の２     

          の規定

に基づく除かれた戸籍に記載

除籍記載

事項証明

手数料 

１件につ

き 

450円

符号の発行に係る戸籍電子証

明書の請求を行う者が同時に

当該戸籍電子証明書が証明す

る事項と同一の事項を証明す

る戸籍の謄本若しくは抄本又

は戸籍証明書の請求を行う場

合における当該発行を除く。）

３ 戸籍法第12条の２において

準用する同法第10条第１項若

しくは第10条の２第１項若し

くは第３項から第５項までの

規定若しくは同法第126条の

規定に基づく除かれた戸籍の

謄本若しくは抄本の交付又は

同法第120条第１項、第120条

の２第１項若しくは第126条

の規定に基づく除籍証明書

  の交付 

除籍謄本

抄本交付

手数料 

１通につ

き 

750円

４ 戸籍法第12条の２において

準用する同法第10条第１項若

しくは第10条の２第１項若し

くは第３項から第５項までの

規定又は同法第126条の規定

に基づく除かれた戸籍に記載

除籍記載

事項証明

手数料 

１件につ

き 

450円
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した事項に関する証明書の交

付 

５ 戸籍法第48条第１項（同法 届出受理 １件につ 350 円 （ 婚

した事項に関する証明書の交

付 

４の２ 戸籍法第120条の３第

２項の規定に基づく除籍電子

証明書提供用識別符号の発行

（情報通信技術を活用した行

政の推進等に関する法律第７

条第１項の規定により同法第

６条第１項に規定する電子情

報処理組織を使用する方法に

より除籍電子証明書提供用識

別符号の発行を行う場合（当

該発行に係る除籍電子証明書

の請求が同項の規定により同

項に規定する電子情報処理組

織を使用する方法により行わ

れた場合に限る。）における当

該発行及び除籍電子証明書提

供用識別符号の発行に係る除

籍電子証明書の請求を行う者

が同時に当該除籍電子証明書

が証明する事項と同一の事項

を証明する除かれた戸籍の謄

本若しくは抄本又は除籍証明

書の請求を行う場合における

当該発行を除く。） 

除籍電子

証明書提

供用識別

符号発行

手数料 

１件につ

き 

700円

５ 戸籍法第48条第１項（同法 届出受理 １通につ 350 円 （ 婚
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第117条において準用する場

合を含む。）の規定に基づく届

出若しくは申請の受理の証明

書又は  同法第48条第２項

（同法第117条において準用

する場合を含む。）

   の規定に基づく届書そ

の他市長の受理した書類に記

載した事項の証明書の交付 

証明等手

数料 

き 姻、離婚、養

子縁組、養

子離縁又は

認知の届出

の受理につ

いて、請求

により法務

省令で定め

る様式によ

る上質紙を

用いる場合

に あ っ て

は 、 1,400

円） 

６ 戸籍法第48条第２項（同法

第117条において準用する場

合を含む。）の規定に基づく届

書その他市長の受理した書類

を閲覧に供する事務 

届書その

他書類閲

覧手数料 

１件につ

き 

350円

 ［略］ 

備考 ［略］ 

第117条において準用する場

合を含む。）の規定に基づく届

出若しくは申請の受理の証明

書の交付、同法第48条第２項

（同法第117条において準用

する場合を含む。）若しくは第

126条の規定に基づく届書そ

の他市長の受理した書類に記

載した事項の証明書の交付又

は同法第120条の６第１項の

規定に基づく届書等情報の内

容の証明書の交付 

証明等手

数料 

き 姻、離婚、養

子縁組、養

子離縁又は

認知の届出

の受理につ

いて、請求

により法務

省令で定め

る様式によ

る上質紙を

用いる場合

に あ っ て

は 、 1,400

円） 

６ 戸籍法第48条第２項（同法

第117条において準用する場

合を含む。）の規定に基づく届

書その他市長の受理した書類

を閲覧に供する事務又は同法

第120条の６第１項の規定に

基づく届書等情報の内容を表

示したものを閲覧に供する事

務 

届書その

他書類閲

覧手数料 

１件につ

き 

350円

 ［略］ 

備考 ［略］ 

備考 改正部分は、下線の部分である。 
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   附 則 

 この条例は、令和６年３月１日から施行する。 
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議案第６号 

   一関市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準を定める条例の一部を改正する条例の制定について 

 一関市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準を定める条例の一部を改正する条例を次のとおり制定する。 

  令和６年２月20日提出 

一関市長 佐 藤 善 仁    

一関市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準を定める条例の一部を改正する条例 

 一関市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準を定める条例（平成26年一関市条例第30号）の一部を次のように改正する。 

改正前 改正後 

（内容及び手続の説明及び同意） （内容及び手続の説明及び同意） 

第５条 ［略］ 第５条 ［略］ 

２ 特定教育・保育施設は、利用申込者からの申出があった場合には、

前項の規定による文書の交付に代えて、第５項で定めるところにより、

当該利用申込者の承諾を得て、当該文書に記すべき重要事項を電子情

報処理組織を使用する方法その他の情報通信の技術を利用する方法で

あって次に掲げるもの（以下この条において「電磁的方法」という。）

により提供することができる。この場合において、当該特定教育・保

育施設は、当該文書を交付したものとみなす。 

２ 特定教育・保育施設は、利用申込者からの申出があった場合には、

前項の規定による文書の交付に代えて、第５項で定めるところにより、

当該利用申込者の承諾を得て、当該文書に記すべき重要事項を電子情

報処理組織を使用する方法その他の情報通信の技術を利用する方法で

あって次に掲げるもの（以下この条において「電磁的方法」という。）

により提供することができる。この場合において、当該特定教育・保

育施設は、当該文書を交付したものとみなす。 

 ［略］   ［略］ 

 磁気ディスク、シー・ディー・ロムその他これらに準ずる方法に

より一定の事項を確実に記録しておくことができる物をもって調製

するファイルに前項に規定する重要事項を記録したものを交付する

方法 

３～６ ［略］ 

 電磁的記録媒体（電磁的記録に係る記録媒体をいう。）     

                        をもって調製

するファイルに前項に規定する重要事項を記録したものを交付する

方法 

３～６ ［略］ 
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 （掲示 ） （掲示等） 

第23条 特定教育・保育施設は、当該特定教育・保育施設の見やすい場

所に、運営規程の概要、職員の勤務の体制、利用者負担その他の利用

申込者の特定教育・保育施設の選択に資すると認められる重要事項を

掲示しなければならない。 

第23条 特定教育・保育施設は、当該特定教育・保育施設の見やすい場

所に、運営規程の概要、職員の勤務の体制、利用者負担その他の利用

申込者の特定教育・保育施設の選択に資すると認められる重要事項を

掲示するとともに、電気通信回線に接続して行う自動公衆送信（公衆

によって直接受信されることを目的として公衆からの求めに応じ自動

的に送信を行うことをいい、放送又は有線放送に該当するものを除

く。）により公衆の閲覧に供しなければならない。 

備考 改正部分は、下線の部分である。 

   附 則 

 この条例は、公布の日から施行する。ただし、第23条の改正規定は、令和６年４月１日から施行する。 



議案第７号 

   一関市病後児保育室条例を廃止する条例の制定について 

一関市病後児保育室条例を廃止する条例を次のとおり制定する。 

  令和６年２月20日提出 

一関市長 佐 藤 善 仁    

   一関市病後児保育室条例を廃止する条例 

 一関市病後児保育室条例（平成20年一関市条例第18号）は、廃止する。 

   附 則 

この条例は、公布の日から施行する。 
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議案第８号 

   一関市道路占用料条例及び一関市都市公園条例の一部を改正する条例の制定について 

 一関市道路占用料条例及び一関市都市公園条例の一部を改正する条例を次のとおり制定する。 

  令和６年２月20日提出 

                                            一関市長 佐 藤 善 仁    

一関市道路占用料条例及び一関市都市公園条例の一部を改正する条例 

（一関市道路占用料条例の一部改正） 

第１条 一関市道路占用料条例（平成17年一関市条例第171号）の一部を次のように改正する。 

改正前 改正後 

別表（第２条関係） 別表（第２条関係） 

占用物件 占用料の単位 占用料 

法第32条

第１項第

１号に掲

げる工作

物 

第１種電柱 １年 １本につき 470円

第２種電柱 720円

第３種電柱 970円

第１種電話柱 420円

第２種電話柱 670円

第３種電話柱 920円

その他の柱類 42円

共架電線その他上

空に設ける線類 

１年 長さ１メート

ルにつき 

４円

地下に設ける電線

その他の線類 

［略］ 

占用物件 占用料の単位 占用料 

法第32条

第１項第

１号に掲

げる工作

物 

第１種電柱 １年 １本につき 550円

第２種電柱 840円

第３種電柱 1,100円

第１種電話柱 490円

第２種電話柱 780円

第３種電話柱 1,100円

その他の柱類 49円

共架電線その他上

空に設ける線類 

１年 長さ１メート

ルにつき 

５円

地下に設ける電線

その他の線類 

［略］ 
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路上に設ける変圧

器 

１年 １個につき 410円

地下に設ける変圧

器 

１年 占用面積１平

方メートルに

つき 

250円

変圧塔その他これ

に類するもの及び

公衆電話所 

１年 １個につき 840円

郵便差出箱及び信

書便差出箱 

350円

広告塔 １年 表示面積１平

方メートルに

つき 

760円

その他のもの １年 占用面積１平

方メートルに

つき 

840円

法第32条

第１項第

２号に掲

げる物件 

外径が0.07メート

ル未満のもの 

１年 長さ１メート

ルにつき 

18円

外径が0.07メート

ル以上0.1メート

ル未満のもの 

25円

外径が0.1メート

ル以上0.15メート

ル未満のもの 

38円

外径が0.15メート

ル以上0.2メート

ル未満のもの 

50円

路上に設ける変圧

器 

１年 １個につき 480円

地下に設ける変圧

器 

１年 占用面積１平

方メートルに

つき 

290円

変圧塔その他これ

に類するもの及び

公衆電話所 

１年 １個につき 980円

郵便差出箱及び信

書便差出箱 

410円

広告塔 １年 表示面積１平

方メートルに

つき 

670円

その他のもの １年 占用面積１平

方メートルに

つき 

980円

法第32条

第１項第

２号に掲

げる物件 

外径が0.07メート

ル未満のもの 

１年 長さ１メート

ルにつき 

21円

外径が0.07メート

ル以上0.1メート

ル未満のもの 

29円

外径が0.1メート

ル以上0.15メート

ル未満のもの 

44円

外径が0.15メート

ル以上0.2メート

ル未満のもの 

59円
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外径が0.2メート

ル以上0.3メート

ル未満のもの 

75円

外径が0.3メート

ル以上0.4メート

ル未満のもの 

100円

外径が0.4メート

ル以上0.7メート

ル未満のもの 

180円

外径が0.7メート

ル以上１メートル

未満のもの 

250円

外径が１メートル

以上のもの 

500円

法第32条第１項第３号及び第

４号に掲げる施設 

１年 占用面積１平

方メートルに

つき 

840円

法第32条

第１項第

５号に掲

げる施設 

地 下 街

及 び 地

下室 

階 数 が

１ の も

の 

１年 占用面積１平

方メートルに

つき 

Ａに0.005を

乗じて得た

額 

階 数 が

２ の も

の 

Ａに0.008を

乗じて得た

額 

階 数 が

３ 以 上

のもの 

Ａに0.01を

乗じて得た

額 

上空に設ける通路 380円

外径が0.2メート

ル以上0.3メート

ル未満のもの 

88円

外径が0.3メート

ル以上0.4メート

ル未満のもの 

120円

外径が0.4メート

ル以上0.7メート

ル未満のもの 

210円

外径が0.7メート

ル以上１メートル

未満のもの 

290円

外径が１メートル

以上のもの 

590円

法第32条第１項第３号及び第

４号に掲げる施設 

１年 占用面積１平

方メートルに

つき 

980円

法第32条

第１項第

５号に掲

げる施設 

地下街

及び地

下室 

階 数 が

１ の も

の 

１年 占用面積１平

方メートルに

つき 

Ａに0.004を

乗じて得た

額 

階 数 が

２ の も

の 

Ａに0.006を

乗じて得た

額 

階 数 が

３ 以 上

のもの 

Ａに0.007を

乗じて得た

額 

上空に設ける通路 330円
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地下に設ける通路 230円

その他のもの 840円

法第32条

第１項第

６号に掲

げる施設 

祭礼、縁日その他

の催しに際し、一

時的に設けるもの 

１日 占用面積１平

方メートルに

つき 

８円

その他のもの １月 76円

道路法施

行令（昭

和27年政

令第4 7 9

号。以下

「政令」

という。）

第７条第

１号に掲

げる物件 

看板（ア

ー チ で

あ る も

の を 除

く。） 

一 時 的

に 設 け

るもの 

１月 表示面積１平

方メートルに

つき 

76円

そ の 他

のもの 

１年 760円

標識 １年 １本につき 670円

旗ざお 祭礼、縁

日 そ の

他 の 催

し に 際

し、一時

的 に 設

け る も

の 

１日 １本につき ８円

そ の 他

のもの 

１月 76円

幕（政令

第 ７ 条

第 ４ 号

に 掲 げ

る 工 事

祭礼、縁

日 そ の

他 の 催

し に 際

し、一時

１日 その面積１平

方メートルに

つき 

８円

地下に設ける通路 200円

その他のもの 980円

法第32条

第１項第

６号に掲

げる施設 

祭礼、縁日その他

の催しに際し、一

時的に設けるもの 

１日 占用面積１平

方メートルに

つき 

７円

その他のもの １月 67円

道路法施

行令（昭

和27年政

令第47 9

号。以下

「政令」

という。）

第７条第

１号に掲

げる物件 

看板（ア

ー チ で

あ る も

の を 除

く。） 

一 時 的

に 設 け

るもの 

１月 表示面積１平

方メートルに

つき 

67円

そ の 他

のもの 

１年 670円

標識 １年 １本につき 780円

旗ざお 祭礼、縁

日 そ の

他 の 催

し に 際

し、一時

的 に 設

け る も

の 

１日 １本につき ７円

そ の 他

のもの 

１月 67円

幕（政令

第７ 条

第４ 号

に掲 げ

る工 事

祭礼、縁

日 そ の

他 の 催

し に 際

し、一時

１日 その面積１平

方メートルに

つき 

７円
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用 施 設

で あ る

も の を

除く。）

的 に 設

け る も

の 

そ の 他

のもの 

１月 76円

アーチ 車 道 を

横 断 す

るもの 

１月 １基につき 760円

そ の 他

のもの 

380円

政令第７条第２号に掲げる工

作物 

１年 占用面積１平

方メートルに

つき 

840円

政令第７条第４号に掲げる工

事用施設及び同条第５号に掲

げる工事用材料 

１月 占用面積１平

方メートルに

つき 

76円

政令第７条第６号に掲げる仮

設建築物及び同条第７号に掲

げる施設 

１月 占用面積１平

方メートルに

つき 

84円

政令第７

条第８号

に掲げる

施設 

トンネルの上又は

高架の道路の路面

下に設けるもの 

１年 占用面積１平

方メートルに

つき 

Ａに0.023を

乗じて得た

額 

上空に設けるもの Ａに0.023を

乗じて得た

用施 設

であ る

もの を

除く。）

的 に 設

け る も

の 

そ の 他

のもの 

１月 67円

アーチ 車 道 を

横 断 す

るもの 

１月 １基につき 670円

そ の 他

のもの 

330円

政令第７条第２号に掲げる工

作物 

１年 占用面積１平

方メートルに

つき 

980円

政令第７条第３号に掲げる施

設 

１年 占用面積１平

方メートルに

つき 

Ａに0.031を

乗じて得た

額 

政令第７条第４号に掲げる工

事用施設及び同条第５号に掲

げる工事用材料 

１月 占用面積１平

方メートルに

つき 

67円

政令第７条第６号に掲げる仮

設建築物及び同条第７号に掲

げる施設 

１月 占用面積１平

方メートルに

つき 

98円

政令第７

条第８号

に掲げる

施設 

トンネルの上又は

高架の道路の路面

下に設けるもの 

１年 占用面積１平

方メートルに

つき 

Ａに0.017を

乗じて得た

額 

上空に設けるもの Ａに0.017を

乗じて得た
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額 

地下（ト

ン ネ ル

の 上 の

地 下 を

除く。）

に 設 け

るもの 

階 数 が

１ の も

の 

Ａに0.005を

乗じて得た

額 

階 数 が

２ の も

の 

Ａに0.008を

乗じて得た

額 

階 数 が

３ 以 上

のもの 

Ａに0.01を

乗じて得た

額 

その他のもの Ａに0.033を

乗じて得た

額 

政令第７

条第９号

に掲げる

施設 

建築物 １年 占用面積１平

方メートルに

つき 

Ａに0.023を

乗じて得た

額 

その他のもの Ａに0.016を

乗じて得た

額 

政令第７

条第11号

に掲げる

応急仮設

建築物 

トンネルの上又は

高架の道路の路面

下に設けるもの 

１年 占用面積１平

方メートルに

つき 

Ａに0.023を

乗じて得た

額 

上空に設けるもの Ａに0.023を

乗じて得た

額 

その他のもの Ａに0.033を

乗じて得た

額 

地下（ト

ンネ ル

の上 の

地下 を

除く。）

に設 け

るもの 

階 数 が

１ の も

の 

Ａに0.004を

乗じて得た

額 

階 数 が

２ の も

の 

Ａに0.006を

乗じて得た

額 

階 数 が

３ 以 上

のもの 

Ａに0.007を

乗じて得た

額 

その他のもの Ａに0.025を

乗じて得た

額 

政令第７

条第９号

に掲げる

施設 

建築物 １年 占用面積１平

方メートルに

つき 

Ａに0.022を

乗じて得た

額 

その他のもの Ａに0.015を

乗じて得た

額 

政令第７

条第11号

に掲げる

応急仮設

建築物 

トンネルの上又は

高架の道路の路面

下に設けるもの 

１年 占用面積１平

方メートルに

つき 

Ａに0.022を

乗じて得た

額 

上空に設けるもの Ａに0.022を

乗じて得た

額 

その他のもの Ａに0.031を

乗じて得た



7 

額 

政令第７条第12号に掲げる器

具 

１年 占用面積１平

方メートルに

つき 

Ａに0.033を

乗じて得た

額 

額 

政令第７条第12号に掲げる器

具 

１年 占用面積１平

方メートルに

つき 

Ａに0.025を

乗じて得た

額 

政令第７条第14号に掲げる施

設 

１年 占用面積１平

方メートルに

つき 

Ａに0.031を

乗じて得た

額 

備考 備考 

 １～４ ［略］ 

 ５ Ａは、近傍類似の土地の時価を表すものとする。 

 ６～８ ［略］ 

 １～４ ［略］ 

 ５ Ａは、近傍類似の土地の時価を表すものとする。 

 ６～８ ［略］ 

備考 改正部分は、下線の部分である。 

（一関市都市公園条例の一部改正） 

第２条 一関市都市公園条例（平成17年一関市条例第179号）の一部を次のように改正する。 

改正前 改正後 

別表第２（第33条関係） 

１ ［略］ 

２ 都市公園を占用する場合の使用料 

一関市道路占用料条例（平成17年一関市条例第171号）第２条の規定

の例により算定した額又は次の表に定める額 

占用物件 単位 使用料 

競技会、集会、展示会、博覧会

その他これらに類する催しの

ため設けられる仮設工作物 

日額 占用面積１平

方メートルに

つき 

８円

標識 年額 １本につき 670円

工事用板囲、足場、詰所その他 月額 占用面積１平 76円

別表第２（第33条関係） 

１ ［略］ 

２ 都市公園を占用する場合の使用料 

一関市道路占用料条例（平成17年一関市条例第171号）第２条の規定

の例により算定した額又は次の表に定める額 

占用物件 単位 使用料 

競技会、集会、展示会、博覧会

その他これらに類する催しの

ため設けられる仮設工作物 

日額 占用面積１平

方メートルに

つき 

７円

標識 年額 １本につき 780円

工事用板囲、足場、詰所その他 月額 占用面積１平 67円
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の工事用施設 方メートルに

つき 土石、竹木、瓦その他工事用

材料置場 

３ 第25条第１項各号に掲げる行為をする場合の使用料 

行為 単位 使用料 

 ［略］ 

競技会、集会、展示会、博覧

会、興行その他の催し 

日額 占用面積１平

方メートルに

つき 

８円

売店、飲食店その他これらに類

するものの設置 

の工事用施設 方メートルに

つき 土石、竹木、瓦その他工事用

材料置場 

３ 第25条第１項各号に掲げる行為をする場合の使用料 

行為 単位 使用料 

 ［略］ 

競技会、集会、展示会、博覧

会、興行その他の催し 

日額 占用面積１平

方メートルに

つき 

７円

売店、飲食店その他これらに類

するものの設置 

備考 改正部分は、下線の部分である。 

附 則 

この条例は、令和６年４月１日から施行する。 
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議案第９号 

   一関市手数料条例及び一関市消防手数料条例の一部を改正する条例の制定について 

 一関市手数料条例及び一関市消防手数料条例の一部を改正する条例を次のとおり制定する。 

  令和６年２月20日提出 

一関市長 佐 藤 善 仁    

   一関市手数料条例及び一関市消防手数料条例の一部を改正する条例 

 （一関市手数料条例の一部改正） 

第１条 一関市手数料条例（平成17年一関市条例第49号）の一部を次のように改正する。 

 改正前 改正後 

１ 別表（第２条関係） 

事務 名称 単位 金額 

 ［略］ 

34 建築基準法第 43 条

第２項第１号の規定

に基づく認定の申請

に対する審査 

接道認定

申請手数

料 

延 べ

面積 

200 平 方

メートル

以内の一

戸建ての

住宅 

27,000円

 ［略］ 

備考 ［略］ 

別表（第２条関係） 

事務 名称 単位 金額 

 ［略］ 

34 建築基準法第 43 条

第２項第１号の規定

に基づく認定の申請

に対する審査 

接道認定

申請手数

料 

１件につき 27,000円

 ［略］ 

備考 ［略］ 
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２ 別表（第２条関係） 

事務 名称 単位 金額 

 ［略］ 

68 高圧ガス

保安法（昭

和26年法律

第204号。以

下この項に

おいて「法」

という。）第

５条第１項

の規定に基

づく高圧ガ

スの製造の

許可の申請

に対する審

査 

高圧ガス

製造許可

申請手数

料 

１ 件 に

つき 

次に掲げる当該申請を行う者

の区分に応じ、それぞれ次に定

める金額 

 法第５条第１項第１号に

該当する者（ に掲げる者を

除く。） 次に掲げる設備の

区分に応じ、それぞれ次に定

める金額 

ア 処理容積（圧縮、液化そ

の他の方法で１日に処理

することができるガスの

容積をいう。以下この項、

66の項及び74の項におい

て同じ。）が1,000万立

方メートル以上の設備  

 560,000円 

イ～ケ ［略］ 

 法第５条第１項第１号に

該当する者であって移動式

製造設備（高圧ガスの製造の

ための設備で移動すること

ができるように設計したも

のをいう。66の項     

 及び74の項において同

別表（第２条関係） 

事務 名称 単位 金額 

 ［略］ 

68 高圧ガス

保安法（昭

和26年法律

第204号。以

下この項に

おいて「法」

という。）第

５条第１項

の規定に基

づく高圧ガ

スの製造の

許可の申請

に対する審

査 

高圧ガス

製造許可

申請手数

料 

１ 件 に

つき 

次に掲げる当該申請を行う者

の区分に応じ、それぞれ次に定

める金額 

 法第５条第１項第１号に

該当する者（ に掲げる者を

除く。） 次に掲げる設備の

区分に応じ、それぞれ次に定

める金額 

ア 処理容積（圧縮、液化そ

の他の方法で１日に処理

することができるガスの

容積をいう。以下この項、

69の項及び77の項におい

て同じ。）が1,000万立

方メートル以上の設備  

 560,000円 

イ～ケ ［略］ 

 法第５条第１項第１号に

該当する者であって移動式

製造設備（高圧ガスの製造の

ための設備で移動すること

ができるように設計したも

のをいう。以下この項、69の

項及び77の項において同
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じ。）のみを使用して高圧ガ

スの製造をするもの 次に

掲げる設備の区分に応じ、そ

れぞれ次に定める金額 

 ア～コ ［略］ 

 ［略］ 

69～71 ［略］ 

72 高圧ガス

保安法第20

条第１項の

規定に基づ

く高圧ガス

の製造のた

めの施設の

完成検査 

高圧ガス

製造許可

に係る完

成検査手

数料 

１ 件 に

つき 

65の項の金額の欄に掲げる高

圧ガスの製造の許可の申請を

行う者及び設備の区分に応じ、

それぞれ当該手数料の金額の

４分の３に相当する金額（高圧

ガス保安法第５条第１項の許

可に係る液化石油ガスの製造

のための施設であって、液化石

油ガスの保安の確保及び取引

の適正化に関する法律（昭和42

年法律第149号）第37条の３第

１項の完成検査を受け、同法第

じ。）のみを使用して高圧ガ

スの製造をするもの 次に

掲げる設備の区分に応じ、そ

れぞれ次に定める金額（当該

移動式製造設備について液

化石油ガスの保安の確保及

び取引の適正化に関する法

律（昭和42年法律第149号）

第37条の４第１項の許可を

受けた者の許可の申請に対

する審査にあっては、6,000

円） 

 ア～コ ［略］ 

 ［略］ 

69～71 ［略］ 

72 高圧ガス

保安法第20

条第１項の

規定に基づ

く高圧ガス

の製造のた

めの施設の

完成検査 

高圧ガス

製造許可

に係る完

成検査手

数料 

１ 件 に

つき 

68の項の金額の欄に掲げる高

圧ガスの製造の許可の申請を

行う者及び設備の区分に応じ、

それぞれ当該手数料の金額の

４分の３に相当する金額（高圧

ガス保安法第５条第１項の許

可に係る液化石油ガスの製造

のための施設であって、液化石

油ガスの保安の確保及び取引

の適正化に関する法律    

       第37条の３第

１項の完成検査を受け、同法第
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37条の技術上の基準に適合し

ていると認められたものの完

成検査にあっては、6,100円）

73 ［略］ 

74 高圧ガス

保安法第20

条第３項の

規定に基づ

く高圧ガス

の製造のた

めの施設の

完成検査 

高圧ガス

製造施設

等変更許

可に係る

完成検査

手数料 

１ 件 に

つき 

66の項の金額の欄に掲げる高

圧ガスの製造のための施設の

位置、構造若しくは設備の変更

の工事又は製造をする高圧ガ

スの種類若しくは製造の方法

の変更の許可の申請を行う者

及び場合の区分に応じ、それぞ

れ当該手数料の金額の４分の

３に相当する金額（高圧ガス保

安法第14条第１項の許可に係

る液化石油ガスの製造のため

の施設であって、液化石油ガス

の保安の確保及び取引の適正

化に関する法律第37条の３第

１項の完成検査を受け、同法第

37条の技術上の基準に適合し

ていると認められたものの完

成検査にあっては、6,100円）

75 高圧ガス

保安法第20

条第３項の

規定に基づ

く第１種貯

高圧ガス

第１種貯

蔵所位置

等変更許

可に係る

１ 件 に

つき 

68の項の金額の欄に掲げる場

合の区分に応じ、それぞれ当該

手数料の金額の４分の３に相

当する金額 

37条の技術上の基準に適合し

ていると認められたものの完

成検査にあっては、6,100円）

73 ［略］ 

74 高圧ガス

保安法第20

条第３項の

規定に基づ

く高圧ガス

の製造のた

めの施設の

完成検査 

高圧ガス

製造施設

等変更許

可に係る

完成検査

手数料 

１ 件 に

つき 

69の項の金額の欄に掲げる高

圧ガスの製造のための施設の

位置、構造若しくは設備の変更

の工事又は製造をする高圧ガ

スの種類若しくは製造の方法

の変更の許可の申請を行う者

及び場合の区分に応じ、それぞ

れ当該手数料の金額の４分の

３に相当する金額（高圧ガス保

安法第14条第１項の許可に係

る液化石油ガスの製造のため

の施設であって、液化石油ガス

の保安の確保及び取引の適正

化に関する法律第37条の３第

１項の完成検査を受け、同法第

37条の技術上の基準に適合し

ていると認められたものの完

成検査にあっては、6,100円）

75 高圧ガス

保安法第20

条第３項の

規定に基づ

く第１種貯

高圧ガス

第１種貯

蔵所位置

等変更許

可に係る

１ 件 に

つき 

71の項の金額の欄に掲げる場

合の区分に応じ、それぞれ当該

手数料の金額の４分の３に相

当する金額 
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蔵所の完成

検査 

完成検査

手数料 

 ［略］ 

備考 ［略］ 

蔵所の完成

検査 

完成検査

手数料 

 ［略］ 

備考 ［略］ 

備考 改正部分は、下線の部分である。 

 （一関市消防手数料条例の一部改正） 

第２条 一関市消防手数料条例（平成18年一関市条例第17号）の一部を次のように改正する。 

改正前 改正後 

別表（第２条関係） 

種類 手数料を徴収す

る事務 

金額 

 ［略］ 

２ 消防法第

11条第１項

前段の規定

に基づく危

険物の製造

所、貯蔵所

又は取扱所

の設置の許

可に関する

事務 

 ［略］ 

 消防法第11

条第１項前段

の規定に基づ

く貯蔵所の設

置の許可の申

請に対する審

査 

ア～エ ［略］ 

オ 浮き屋根式特定屋外タンク貯

蔵所及び浮き蓋付特定屋外タン

ク貯蔵所の設置の許可の申請に

係る審査 次に掲げる浮き屋根

式特定屋外タンク貯蔵所及び浮

き蓋付特定屋外タンク貯蔵所の

区分に応じ、それぞれ次に定め

る金額 

(ｱ) 危険物の貯蔵最大数量が

1,000キロリットル以上5,000

キロリットル未満の浮き屋根

式特定屋外タンク貯蔵所及び

浮き蓋付特定屋外タンク貯蔵

別表（第２条関係） 

種類 手数料を徴収す

る事務 

金額 

 ［略］ 

２ 消防法第

11条第１項

前段の規定

に基づく危

険物の製造

所、貯蔵所

又は取扱所

の設置の許

可に関する

事務 

 ［略］ 

 消防法第11

条第１項前段

の規定に基づ

く貯蔵所の設

置の許可の申

請に対する審

査 

ア～エ ［略］ 

オ 浮き屋根式特定屋外タンク貯

蔵所及び浮き蓋付特定屋外タン

ク貯蔵所の設置の許可の申請に

係る審査 次に掲げる浮き屋根

式特定屋外タンク貯蔵所及び浮

き蓋付特定屋外タンク貯蔵所の

区分に応じ、それぞれ次に定め

る金額 

(ｱ) 危険物の貯蔵最大数量が

1,000キロリットル以上5,000

キロリットル未満の浮き屋根

式特定屋外タンク貯蔵所及び

浮き蓋付特定屋外タンク貯蔵
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所 1,180,000円 

(ｲ) 危険物の貯蔵最大数量が

5,000 キ ロ リ ッ ト ル 以 上

10,000キロリットル未満の浮

き屋根式特定屋外タンク貯蔵

所及び浮き蓋付特定屋外タン

ク貯蔵所 1,410,000円 

(ｳ) 危険物の貯蔵最大数量が

10,000 キ ロ リ ッ ト ル 以 上

50,000キロリットル未満の浮

き屋根式特定屋外タンク貯蔵

所及び浮き蓋付特定屋外タン

ク貯蔵所 1,590,000円 

(ｴ) 危険物の貯蔵最大数量が

50,000 キ ロ リ ッ ト ル 以 上

100,000キロリットル未満の

浮き屋根式特定屋外タンク貯

蔵所及び浮き蓋付特定屋外タ

ンク貯蔵所 1,950,000円 

(ｵ) 危険物の貯蔵最大数量が

100,000 キロリットル以 上

200,000キロリットル未満の

浮き屋根式特定屋外タンク貯

蔵所及び浮き蓋付特定屋外タ

ンク貯蔵所 2,270,000円 

(ｶ) 危険物の貯蔵最大数量が

200,000 キロリットル以 上

所 1,450,000円 

(ｲ) 危険物の貯蔵最大数量が

5,000 キ ロ リ ッ ト ル 以 上

10,000キロリットル未満の浮

き屋根式特定屋外タンク貯蔵

所及び浮き蓋付特定屋外タン

ク貯蔵所 1,720,000円 

(ｳ) 危険物の貯蔵最大数量が

10,000 キ ロ リ ッ ト ル 以 上

50,000キロリットル未満の浮

き屋根式特定屋外タンク貯蔵

所及び浮き蓋付特定屋外タン

ク貯蔵所 1,920,000円 

(ｴ) 危険物の貯蔵最大数量が

50,000 キ ロ リ ッ ト ル 以 上

100,000キロリットル未満の

浮き屋根式特定屋外タンク貯

蔵所及び浮き蓋付特定屋外タ

ンク貯蔵所 2,360,000円 

(ｵ) 危険物の貯蔵最大数量が

100,000 キロリットル以上

200,000キロリットル未満の

浮き屋根式特定屋外タンク貯

蔵所及び浮き蓋付特定屋外タ

ンク貯蔵所 2,740,000円 

(ｶ) 危険物の貯蔵最大数量が

200,000 キロリットル以上
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300,000キロリットル未満の

浮き屋根式特定屋外タンク貯

蔵所及び浮き蓋付特定屋外タ

ンク貯蔵所 4,550,000円 

(ｷ) 危険物の貯蔵最大数量が

300,000 キロリットル以 上

400,000キロリットル未満の

浮き屋根式特定屋外タンク貯

蔵所及び浮き蓋付特定屋外タ

ンク貯蔵所 5,820,000円 

(ｸ) 危険物の貯蔵最大数量が

400,000キロリットル以上の

浮き屋根式特定屋外タンク貯

蔵所及び浮き蓋付特定屋外タ

ンク貯蔵所 7,070,000円 

カ～シ ［略］ 

 ［略］ 

 ［略］ 

備考 ［略］ 

300,000キロリットル未満の

浮き屋根式特定屋外タンク貯

蔵所及び浮き蓋付特定屋外タ

ンク貯蔵所 5,640,000円 

(ｷ) 危険物の貯蔵最大数量が

300,000 キロリットル以上

400,000キロリットル未満の

浮き屋根式特定屋外タンク貯

蔵所及び浮き蓋付特定屋外タ

ンク貯蔵所 7,240,000円 

(ｸ) 危険物の貯蔵最大数量が

400,000キロリットル以上の

浮き屋根式特定屋外タンク貯

蔵所及び浮き蓋付特定屋外タ

ンク貯蔵所 8,790,000円 

カ～シ ［略］ 

 ［略］ 

 ［略］ 

備考 ［略］ 

備考 改正部分は、下線の部分である。 

附 則 

 （施行期日） 

１ 第１条の表１の項の規定は公布の日から、同表２の項及び第２条の規定は令和６年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ 第１条の表２の項（別表68の項の改正規定に限る。）及び第２条の規定による改正後の一関市手数料条例及び一関市消防手数料条例の規定は、令

和６年４月１日以後にされる申請から適用し、同日前までにされた申請については、なお従前の例による。 
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議案第10号 

一関市水道事業経営審議会条例等の一部を改正する条例の制定について 

一関市水道事業経営審議会条例等の一部を改正する条例を次のとおり制定する。 

令和６年２月20日提出 

一関市長 佐 藤 善 仁    

一関市水道事業経営審議会条例等の一部を改正する条例 

（一関市水道事業経営審議会条例の一部改正） 

第１条 一関市水道事業経営審議会条例（平成17年一関市条例第223号）の一部を次のように改正する。 

改正前 改正後 

（庶務） （庶務） 

第７条 審議会の庶務は、上下水道部総務管理課において処理する。 第７条 審議会の庶務は、上下水道部経営総務課において処理する。 

備考 改正部分は、下線の部分である。 

（一関市水道水源保護審議会条例の一部改正） 

第２条 一関市水道水源保護審議会条例（平成17年一関市条例第224号）の一部を次のように改正する。 

改正前 改正後 

（庶務） （庶務） 

第７条 審議会の庶務は、上下水道部総務管理課において処理する。 第７条 審議会の庶務は、上下水道部経営総務課において処理する。 

備考 改正部分は、下線の部分である。 

（一関市下水道事業等経営審議会条例の一部改正） 

第３条 一関市下水道事業等経営審議会条例（平成17年一関市条例第225号）の一部を次のように改正する。 

改正前 改正後 

（庶務） （庶務） 
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第７条 審議会の庶務は、上下水道部下水道課 において処理する。 第７条 審議会の庶務は、上下水道部経営総務課において処理する。 

備考 改正部分は、下線の部分である。 

  附 則 

 この条例は、令和６年４月１日から施行する。 


